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は　じめに
　ドイツ・ブルジョアジーの議会代表としてプロイセン邦国議会を支配し、憲法紛争Verfassungs・
konfliktを闘ってきたドイツ進歩党Deutsche　Fortschrittsparteiは、普懊戦争を契機として、「自由
Freiheit」と「統一Einheit」をどのようにして達成するかという困難ではあるが、しかし実現せねば
ならない問題に直面することになった。そしてこの問題をビスマルクのもとで実現しようとする人々
は紛争終結とともに進歩党から分離して新たな政党を形成した。しかもビスマルクと妥協することに
より、「統一」によって「自由」を獲得することを目ざし、ドイツ帝国の成立に尽力したのである。
この政党国民自由党Nationalliberale　Parteiの全ドイッ的政党としての成立過程は、1866年夏から
1870年春までつづくのであるが、本稿ではその中核となったフ゜ロイセン邦及び北ドイツ連邦における
党の成立が、どのようにして実現したのかを考察することを目的としたい。
1．　ドイツ進歩党の分裂
　普懊戦争におけるプロイセンの勝利が、ドイツの内政にもたらした最も大きな効果は、ドイツ自由
主義陣営の分裂である。この意味から1866年7月3日は、歴史的な日であった。それは普懊戦争の実
質上の勝敗を決するケーニッヒグレーツの戦いで、プロイセン軍が勝利した日であり、またプロイセ
ン邦国内ではプロイセン下院の選挙が行なわれた日でもある。この選挙でドイツ進歩党は、143から
83へと議席数が激減し、中央左派Linkes　Zentrumも93から65と同じく議席数を失った。この選挙
結果は「プロイセン自由主義票の基盤が（中略）いかに不安定のものであったかを明確に示してい
た」1）。この状況を当時の『Westfalische　Zeitung』紙は「進歩党と自由主義中央派は最も密接に結合
し、そしてできるだけ強固に組織化することが今こそ問題である」と報じている2）。しかし、すでに
進歩党内には自由主義者と民主主義者の二つのグループが存在しており、自由の獲得とドイツの統一
について党内での対立がすでに生じていたのである。この対立をより明確にしたのが事後承諾法案
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Indemnitatsvorlageをめぐる対立であった。こうしてドイツ進歩党の崩壊は、すでにケーニッヒグレ
ーツでのプロイセンの勝利以降もはや時間の問題にすぎなかったのである。
　まず8月1日ビスマルクのドイツ政策を支持するために、国民同盟の委員会、ドイッ国民経済会議
の常任委員会、ドイツ商業会議の理事会の各代表が、ブラウンシュヴァイクに集まり、そこで彼らは
ビスマルクの経済政策の支持、国家の統一、自由貿易主義立法を促進することを決議していた。そし
てプロイセン邦国議会が召集されることになったので会議は中止され代表者達はベルリンに向った。
8月5日のプロイセン国王による開会の勅語は、議会主義的諸権利をもたらす新たな時代の開幕とし
て期待されていた。しかし勅語で国王は1862年から1866年まで法律に基づかずに行なおれてきた国家
統治に遺憾の意を表明することもなく、この4年間に行なわれた国家統治に事後承諾を与えることを
議会に要請したにすぎなかった。しかも国王は予算法なく行なわれた歳出を「避けられない必要」と
みなしていたのである。このことは1862年と似た状況が再び出現した際に、国王がそれを「不可避な
必要」とみなしたとき、議会の承諾なく国家統治が行なおれるのかどうかをこの勅語は未解決のまま
に残していた3｝。これに対して進歩党の民主主義者達は、国王の政策にとって弁明となるこの空隙説
LUckentheorieの排除を要求し、議会が国家の中心であり、その議会多数派が予算決定権をもち、上
院や国王、ビスマルクが国家の中心ではないと主張した。この勅語に対する反応を8月7日付『We・
stfalische　Zeitung』紙は「勅語は自由主義政党の代議士達全体にとってまったく不満であった、とい
うのは旧い空隙説がそのまま維持されていたので」と伝えている4’。しかし旧自由主義者と進歩党内
の一部はこれを歓迎し、「勅語はだいたい意にかなっている」と進歩党員ウンルーHans　Viktor　von
Unruhも語っているD。
　議会はこの国王の勅語に対して上奏文を提出することにし、進歩党のヴァルデック案、中央左派のグ
ナイスト案が提出され、また保守主義者と旧自由主義者も上奏文草案を提出した。まずビスマルクと
ローン陸軍大臣以外の大臣の交替を提案したグナイスト案は無視され、その他の草案は上奏文委員会．
に審議が委託された。ヴァルデック案については進歩党内のフラクション会議で討議された時、見解
が対立しついにフラクションからウンルーが脱退した。上奏文委員会でカトリック派が独自の草案を
提出することになり、修正ヴァルデック案の採択があやしくなった時、保守主義老の間に、自由主義者
との協調を自からの任務とする一つのグループ自由保守連合Freie　konservative　Vereinigungが形成
され、このグループは二つの自由主義フラクシ・ンとともに修正ヴァルデック案に賛成した。そして
委員会自身がさらに修正を加え本会議では上奏文について討議することをあえてしなかった。という
のは再び対立が生じることを恐れたので。しかし進歩党内の対立からミハエリスOtto　Michaelisと
トゥヴェステンKarl　Twesten、レッペルRichard　Roepell等は、ウンルーの離脱後一週間目の8月
18日に進歩党から離れる決意をした。トゥヴェステンとその友人達が何故にヴァルデックBenedikt
Franz　Leo　Waldeck及びその支持老達と挟をわかつことを考えていたのか明らかではない。しかも、
この決意は突然でありミハ4リスによって引き起こされたといわれている5）。ともあれ彼らは紛争が
終結したことを知り、プロイセンとドイツのために自由主義の原理が許す限り、政府を支持しょうと
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したのである。
　進歩党と中央左派の分裂においうちをかけたのが事後承諾法案である。この政府案が8月14日予算
委員会に提出された。これはニケ条とその説明からなっており、第一条は1862年以降議会の承認する
予算なく行なわれてきた国家統治に対して、事後承諾が政府に与えられねばならないこと。第二条は
最高154万ターラーが1866年予算として承認されねぽならないことである6）。これに対して委員会は
政府案を修正し，新たにニケ条を追加して8月27日に本会議に提出した。すなわち国家統治は予算法
にもとついて行なわれねばならないことと、政府は1866年の収支内容を1867年に下院に提出すること
である7｝。進歩党のフラクシ。ンから離脱した自由主義者達はこの法案に賛戒した。彼らは政府が事
後承諾によって再び立憲体制への道を歩むことを期待していたのであろう。残留組は大臣責任法等々
を要求し、内政にその重点を置き、さらに事後承諾を与えることに反対する提案を彼らは提出したの
である8’。しかし予算委員会はすぐに事後承諾を与えることを決定し、8対25でこの民主主義者の提
案を却下してしまった。このようにすでに本会議で討議される前に、重要な審議が委員会で前もって
行なわれていたのである。その結果，自由主義者と民主主義老の間のみぞは審議の間にさらに深まっ
ていった9）。
　9月1日と3日に下院でこの事後承諾法案について激しい討議が行なわれ、進歩党内の自由主義老
と民主主義者ははじめて公の場で争った。両派はそれぞれ最良の演説者を選出し、ヴァルデック、フ
ィルヨーVirchow、ホーファーベックv．　Hoverbeck、シュルツェ・デーリッチSchulze－Delitzsch、
グナイスト、ハルコルトHarkortを民主主義者達が送れぽ、自由主義者達はミハエリスとラスカー
Eduard　Laskerを壇場に送った1°｝。事後承諾法案に賛成した自由主義者達は、その理由の中心に政
府の統一政策における権力政治Machtpolitikの成果をおいていた。他方、民主主i義者達もドイツ統
一のために自由主i義老達と同様に尽力しようとしていた。しかし、ヴァルデックは「統一は自由なく
しては存在しない」と強調し、彼はまず自由を，そして統一を自由主義者と政府に呼びかけた。政府
がこれを尊重せず、北ドイツのみの統一を行ったので今や「マイン線Mainlinie」が存在するのだ
と、南北ドイツの合併を主張するシュルツェ・デーリッチも政府を激しく批難した’1）。
　討議では自由主義者達はほとんどプロイセソの権力政治について語りそれを強調したが、内政にっ
いて論じる時はいっも一般的総論的表現にとどまり、内政の具体的欠陥については取り上げようとは
しなかった12’。一方民主主義者達は内政を重視し、特にその中心に大臣責任法案を置いて論陣を張
り、この制度を議会主義体制への道の一段階とみなしていた。しかし、議会多数派に政権を与えるこ
との承認、そして国王を象徴的なものに制限することが彼らの目的であるとすでに察知していた自由
主義者と政府は、この討議には加わろうとはしなかった’3）。
　討議はさらに発展し、政府は国家予算の承認についてプロイセン憲法第99条だけでなく、憲法の他
のすべての条項をも勝手に解釈したので、憲法すべてが討議に付されねばならないとグナイストは主
張した。これに対して予算委員会の報告者トゥヴェステンは「要請されている事後承諾は憲法第1条
から第119条（憲法全体一筆老注）とは関係がない。そうではなく第99条から104条までと関係がある
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のだ！」と反論し14）、さらにC．v．フィンケが民主主義老に向って「あなたがたは革命を実現しないう
ちは安心できないのか？」と問題を提示してからは、討議は国家観に移った’5’。民主主義者のもとに
は体制をどのような方法で変更しようとするのか、具体的構想は存在せず、ただ大臣責任法がそれへの
呼び水的役割をもっていたことは確かである。それ故に旧体制を改革しようとすれば、ビスマルクが
北ドイツ連邦議会選挙に採用しようとしている普通選挙権の問題が当然討議されねばならない。しか
し、そこで討議されなかったことに民主主義老達の政治的態度が示されていると言えよう。また彼ら
の演説のなかに三級選挙法Dreiklassenwahlrechtに対する批判がなかったことも注目に価する16）。
　以上のように事後承諾法案をめぐる討議は広範囲にわたる問題にっいて討議されたが、紛争の中核
である統帥権問題は棚上げされ、討議内容は4年間紛争下にあった代議士達の不満が一気に爆発した
観を呈していた。このような討議のあと事後承諾法案にっいて投票が行なわれ、309名の代議士達が
参加した。その結果230名が賛成、75名が反対、4名が留保した。進歩党は83名のうち40名が反対、
35名が賛成、8名が欠席した。中央左派は43名が賛成、22が反対投票し、法案は採決されるとともに
ドイツ自由主義を代表する進歩党と中央左派は分裂することになったのである。
II．　国民自由党の成立
　（1）Neue　Fraktion　der　nationalen　Parteiの成立
　すでに8月中に進歩党の議会フラクションから離脱した人々と今回の分裂により加わった代議士計
24名は、9月下旬にラスカーによって起草された「宣言」に署名し10月23日に公表した。この宣言は
この時すでに後の国民自由党綱領の輪郭をなしていたと言えよう。その内容を要約すると次の二点に
なる17）。1．議会が政府の外交政策を完全に支持することが、もっとも緊急な課題である。2．政府の対
外政策を支持しつつも、国内政策では依然として反対派にとどまる。この宣言の内容からすると、こ
の新しいグル・一一プは議会では相変らず進歩党と行動をともにすることを、表向きは示しているように
思えた。しかし、是認されたドイッ政策に反対しないということから、このグループは明らかに外交
政策を優先させていることがわかる。内政問題は、進歩党の綱領と比較すると全体的に簡潔に述べら
れており、進歩党綱領が挙げている諸要求のうち、大臣の責任制と上院の徹底的改革は取り挙げられ
ていない。その主な要求は行政改革であって、もはや議会主義的な憲法の発展ではなかった。それ故
に、思わしくない内政によって外交政策が影響されないように、行政改革が必要であると考えていた
のである。この宣言と事後承諾法案を振り返ってみると、この宣言の署名者達が自由主義者は「議会
では常に一致していた」といかに強調しようとも、それは誇張であろう18’。この表現のなかには、意
見の相違にもかかわらず進歩党との統一をできるだけ維持しようとする彼らの希望が、示されている
ように思われる。ただ何故に自由主義者がこの宣言を4週間も秘密にしておき、10月下旬に初めて公
開したのか、その理由はあるいはこの期間中に進歩党と歩調を合わせようとする交渉が、ひそかにな
されていたことを意味しているのかもしれない。しかし、この問題について今まで蒐集きれた史料は
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何も語っていないという19’。この宣言に対する批判も当然あった。進歩党員F．ドゥンカーは、この
グループの内政政策に対する外交政策の優位性については理解できず、内政政策に対する反対は同時
に多かれ少なかれ外交政策に対しても反対を意味すると彼は主張し、議会主義的要求の放棄をこの自
由主義者達に要求したのである2°，。新しく成立した政党のその後の発展をみると、表面上はこの忠告
に従ったかのように思える。
　9月下旬から閉会されていたフ゜ロイセン下院は、11月12日再び召集されることになった。進歩党内
の自由主義者と民主主義者の間の関係は、10月宣言以降悪化しており、自由主義老達はそれを改善す
るために努力していた。彼らは進歩党内に残った旧党同志達に10月宣言の承認を求めて彼らを説得す
ることを下院が再開されてから開始した。そして彼らは1日同志と提携することができると信じていた
のである。11月12日北ドイツ連邦議会の選挙のためにプPイセソの自由主義政党のための中央選挙委
員会の形成に彼らは参加し、その呼びかけに署名した2！）。しかし、13日の最初のフラクション会議で
彼らは他の自由主義者及び民主主義老達がそれを受け入れないことを知った。だが彼らは旧同志との
連合をあきらめず、また中央選挙委員会からも退席することなく連合計画を延期し時機を待つことに
した。そして彼らはビスマルク政府を自分達の掌中に引っぱり込むことができると確信していたので
あるが、進歩党の他の指導者達や中央左派の人々はこの考えに賛成せず、分裂はもはや決定的となっ
たのである。多くの旧同志達に無視されたこのグループは11月16日「Neue　Fraktion　der　nationalen
Partei」という名称の独自のフラクションに、10月宣言の支持者を含めて19名が結集した。「新フラ
クショソは、進歩党と中央左派に（中略）両フラクションとの友好関係を望んでいることと、自由主
義的政党の共同会議に喜んで参加することを表明してその結成を通知した」のである22，。そして、こ
のフラクションは、ミハエリスやトゥヴェステンがプロイセン自由主義老のもとに支持を得られなく
なったので、ラスカーやウンルーのように中部ドイツの自由主義老にその支持を求めることになっ
た。彼らは北ドイツ連邦議会において中部ドイツとの連帯を強化するためにも中部ドイツの自由主義
老達の入会を歓迎したのである2s’。こうして自由主義者の一部は、進歩党から離れていった。
　新フラクションは、プロイセン下院議員ヘニッヒJulius　von　Hennig、　トゥヴェステン、ウンル
ーから成るフラクショソ幹部会を向う4週間だけの期限付きで選出した。そしてフラクションの19名
は議員規定Geschaftsordnungを作成し、もしフラクションの三分の二が賛成した場合には、残りの
三分の一は多数派と一致して投票する義務があると定めた。代議士が自からの良心に従って投票する
のは各代議士の自由である、という自由主義の原理をこの規定が軽視していたことは、このフラクシ
ョンの名称に「自由liberal」が付加されていなかったことからも明らかである。この時から彼らの
態度は｛ドイツ国家の形成と統一を目的として、議会での勢力を維持しながらプPイセン政府と協力
することとなり、そこでは、妥協は称賛され政府との協定が熱望され、議会主義的権力要求は政府と
の協力を妨げるという理由から放棄されていた。このような政策を基礎にして、新フラクションは三
級選挙法、軍隊、ユンカー封建保守勢力が優位しているプロイセソとビスマルクを支持していったの
である。
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　（2）党組織
　国民自由主義者達は北ドイツ連邦憲法制定議会の選挙を前にして、進歩党から分離して選挙を行な
うべきか否かを検討したが、結局、国民自由主義者と進歩党員は、保守主義者に対して団結して選挙
を行なうことで一致した2“。そして、国民自由主義者も参加して、進歩党の中央選挙委員会が設置さ
れることになった。国民自由主義者達は、憲法制定議会が開会された後に、自己の諸組織をしだいに
形成していったようである。1867年5月14日、ヘニッヒとラスカー、ミハエリス、　トゥヴェステ
ン、ウンルー等国民自由主義老の代表者達は、地方の同志に送った「回状Circular」の中で、確固
たる組織の形成を「党の名前」において訴えるとともに、彼らは運営委員会を設置した。これは中央
選挙委員会が日常活動にとってあまりに大きすぎたので、活動の便宜をはかった常置的な活動組織で
ある。1867年秋の下院選挙では、この運営委員会は代議士選挙人Wahlmannerに候補者を推薦する
ことになった。かくて国民自由主義者は、進歩党から組織的分離を始め、党としての諸組織と国民自
由主義フラクションの形成に取り組んでいった。
　党の最小機関は、選挙協会Wahlvereinであり、これは地域によっては地方委員会Kreiskomitee、
あるいは選挙委員会Wahlkomiteeとも呼ばれていた。地方の選挙協会は、北ドィッ連邦制定議会の
選挙のときには国民自由主義者か、あるいは進歩党のどちらの側に立つべきかまだはっきりとは決定
していなかったが、67年秋のプロイセン下院選挙の際には、国民自由主義者と進歩党の各選挙協会が
設置されたのである。地方組織と運営委員会は、選挙のために有能で人望のある評判のよい人物を捜
し、選挙戦では彼を支援する任務があり、他方選挙区が比較的大きな地区では、信任者Vertrauens－
mannerが制定され、彼らは立候補老に対する諸関係を常時維持していなければならなかった25｝。党
と地方選挙区の間を結びっける役割を「回状」が果し、そのなかで党支持者達に地方組織の形成と拡
大を訴えた。また運営委員会は、選挙の直前には地方組織の要求に応じてパンフレットを発行し、そ
の中で党の支持を呼びかけるとともに他政党の質問に対しても答えている。
　党員のための常置情報機関と国民に対する日常的な宣伝手段は、毎日発行される新聞である。67年
5月14日の「回状」は、選挙立候補者が行なう演説とともに、宣伝の主要手段として出版物と刊行物
について次のように述べている。「1．我が党の精神にもとつく新聞をできる限り普及させること。
2．国民に我々の目的を説明するために適切な報告や社説を掲載した小定期刊行物を発行すること」
と26，。この「回状」のなかでは新聞については次の二紙が挙げられている。すなわち『Nationa1－Zei－
tung』紙と『Berliner　Reform』紙である。前紙は1848年に創刊され，1859年には国民同盟National－
vereinの綱領を支持し、1866年秋には新たに国民自由主義フラクショソの結成を支持した。この新
聞は「自由主義のための古い真の戦士」と呼ばれていた27’。後紙に関しては最初それは民主主義者の
機関紙であった。しかし編集者G・ヴァイスが1866年3月末に引退した後はこの新聞は国民自由主義
者を支持するように変節した。また小定期刊行物については、週三回発行され、ニュースと社説を掲
載した『Lithographierte　Correspondenz』紙が挙げられる。
　党費については、当時まだ党員登録の制度が存在しなかったので、党は合法的に党費を徴収するこ
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とができなかった。そこで「回状」のなかで党は「費用が種々の宣伝手段（パンフレット等）のため
に必要」である旨を伝え、党員としての「立派な義務」を果たすためにも能力に応じて費用を納入す
ることを国民自由主義者及びその支持者達に訴えた28）。以上のような組織や宣伝手段は、国民自由党
の発展にとっては強力かつ重要な基礎となっていった。
　（3）　北ドイツ連邦における国民自由主義者達
　上に述べた新フラクションは、北ドイツ連邦憲法制定議会の選挙準備中に、新聞や激のなかで国民
自由主義政党あるいは自由国民主義政党と呼ばれ始めていた29）。ビスマルクの外交政策を支持する自
由主義勢力の結集を、これは意味している。さらにビスマルクへの接近政策が、イデオロギー的にも
基礎づけられることになった。自由主義的歴史家H．バウムガルテンは、自由主義の「自己批判」を
書き、またミーケルJohannes　Miquelは66年12月30日の選挙演説のなかで次のように妥協の精神を
表明している。「理想の時代は過ぎた。ドイツの統一は、空想の世界から現実の世界に降りてきた。
政治家は実現され得るものとして何が望ましいかを、今日では以前ほど問う必要はない」と3°）。
　1848年3月革命期のドイツ自由主義老の理念は「自由から統一へ」であった。しかし、国民自由主
義者のもとでは、それが「統一から自由へ」と逆転した、すなわち「自由」を多少犠牲にしてもまず
「統一」を、という態度に転換してしまったのである81）。そして、このような政治方針のもとで行な
われた67年2月12日の北ドイツ連邦憲法制定議会選挙で、国民自由党は勝利を得たのである。彼らは
自由保守主義者、旧自由主義者、自由同盟の一部、自由主義的フラクション「Wilde」と協力して議
会では憲法支持中間派を形成することになった82》。他方、選挙で敗れた進歩党の民主主義老と一部の
自由主義者達は、憲法制定議会でも国民自由主義老と訣を分かったのである。
　2月24日憲法制定議会が開会され、ハノーファー出身の地主ベニヒセンRudolf　von　Bennigsenの
指導のもとに、最初53名が後には75名が集まり2月28日に憲法制定議会内に国民自由主義フラクショ
ンが形成されることになった33〕。この日が北ドイツ連邦における国民自由党の成立の日である。3月
4日このフラクションは、ベニヒセン、ブラウン，ウンルーを幹部に選出しフラクショソとしての体
勢を整えた。またこのフラクション内にも選挙戦のときと同様に三つの潮流が存在し、制定議会で
は、普懊戦争によって併合された地域出身の国民自由主義者も加わり、新たに三つの集団が生まれ
た。すなわち、プPイセン出身者のラスカー、トゥヴェステン、ウンルP・一等は進歩党の自由主義者と
のつながりを維持し、フラクション内の左派を代表していた。他方新併合地域出身のブラウン、ミー
ケル等は右派の立場を、ベニヒセンは中間的立場を取ったのである。
　北ドイツ連邦憲法のビスマルク草案は、1862－66年にわたるプロイセン憲法紛争での教訓をふまえ
て作成されていた。したがって、そこでは憲法紛争の際に論点となりえた議会主義に発展する萌芽
は、事前に摘み取られていたのである。その意味でビスマルク草案が、反議会主i義精神につらぬかれ
ていたことは明らかである。そこで以下では、今や憲法制定議会で中心的立場にある国民自由主義者
達が、連邦憲法草案の審議において反議会主義的なビスマルク草案に対してどのような態度を取った
のかを、普通選挙権、予算審議権、議員の日当制、基本権、大臣責任制の議会主義的要求について簡
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単にみてゆきたい。
　まず普通選挙権にっいて。H．　v．ジーベルが「民主的独裁の前段階」以外の何ものでもないと語っ
ったこの制度に対して、国民自由主義者の側にも激しい反対があった。彼らはこの普通選挙権によっ
て労働老階級の代表が議会に送られてくることを恐れていたので、心からこれに賛成したおけではな
かった。ただ彼らは、ナポレオン三世と同じ方法で選挙が操縦され、さらに政府に都合のよい多数を
生み出すことにこの制度が利用されることを危倶して、民主的なこの選挙権に反対はしなかったので
ある。
　予算審議権についてもビスマルクは、憲法紛争の経験から草案では軍事予算を恒常的に固定する方
針で平時現兵力をその時々の人口の1パーセントとし、同じく支出も兵士1人当りで確定するものと
した。したがって、この草案では年々軍事予算は変更されず、政府は議会から独立して行なうことが
可能であった。これに対して進歩党と国民自由党の双方とも抵抗したが、その要求内容は異なってい
た。進歩党は陸軍の兵力を年々予算で確定する権利を要求した。他方国民自由党は、1870年までの固
定予算を甘受しようとしていた。そこでビスマルクは国民自由党と妥協し、陸軍平時兵力は1871年末
まで入口の1パーセント、軍隊への財政支出は兵士1人当り252ターラーが確定され、この額は年々
の予算法に服することになった。この修正案は軍隊の組織の変更について議会は権限を行使できない
という制限をつけられ、国民自由党の支持を得て議会によって承認されたのである34）。
　憲法紛争の重要な論争点でもあり、プロイセン憲法84条にも規定されている議員の日当制について
は、ビスマルク草案では廃止されていた。というのは、日当制は職業的議員を育成することになるの
で、彼らの連邦政府に対する影響力を恐れたビスマルクは、普通選挙権による危険な勢力の増大を制
限するために、この制度を拒否したのである。国民自由主義者はこれに対して当然反論した。そこ
で、ビスマルクは彼らが日当制に対する要求を放棄すれば、軍隊経費を統制する憲法第69条について
のミーケル草案に対して妥協する用意があることを彼らに申し出た。これに対して国民自由主義者達
は、日当制の放棄は今後の議会主義政治の栓桔となることを知ってはいたが、結局軍事予算審議権を
優先させて、ビスマルクに屈服してしまったのである。したがって、このことにより国民自由主義者
と他の自由主義者、民主主義者との間の距離はさらに隔たったと言えよう。
　こうした議会の無力化に専念したビスマルクは、市民的基本権に対しても冷淡な態度を取った。こ
の点はプロイセン憲法に比べると大きな後退である。議会で進歩党のシュルツェ・デーリッチ等が個
人の自由権等々のプロイセン憲法の基本権を引き継ぐことを要求したが、ビスマルクはこれを拒否し
た。そして、基本権については、少なくとも連邦所属員の宗教の自由・出版の自由・結社の自由、集
会の自由並びにその他個人の保護・公民権の保護のための最小限の諸基本権を将来において保護する
ために、連邦に立法管轄権を委ねることを提示した国民自由党の仲介提案も議会で130対128のわずか
の差で否決されてしまった35）。かくして、成立した憲法は立憲史上初めて基本権を含まない憲法とな
ったのである。
　大臣責任制についてもビスマルク草案にはその規定がなかった。草案によると連邦首長Bundesp－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－144一
rasidiumから任命される連邦宰相Bundeskanzlerは、ただ連邦参議院Bundesratの議長であり、
連邦参議院業務の指導老にすぎなかった。彼はプロイセン外務大臣から指令を受ける身分であって連
邦大臣ではなく、当然に連邦議会に対する責任は生ずるはずはなかったのである。そこでベニヒセン
は、連邦宰相とともに個々の行政部の長いわゆる連邦諸大臣に、連邦立法の実施の際には首長の命令
と処分に対して責任を負うことと、副署の必要を要求した。これはプロイセン内閣のように連邦内閣
を合議制Kollegiumにしてしまうので、ビスマルクはこの提案に対して拒否の態度を示した。ラス
カーが宰相にイギリス首相の地位と同じものを与えようとしているのだと説得したにもかかおらず、
彼は依然として反対の態度を取りつづけた36，。しかし、彼は秘かに連邦宰相になることを一方では望
んでいたので、ベニヒセンの調停案に結局妥協することになり第17条は決定されるはこびとなった。
　こうして修正された憲法草案は、4月17日議会でヴァルデック、シュルツェ・デーリッチ等の進歩
党やポーラソド派、カトリック派、ただ1人の社会民主主義老A．ベーベルの反対にもかかわらず、
国民自由主義者の賛成により、253対53で承認され、っついて5月31日プロイセン下院での第二読会
で227対93で同じく承認された。このように国民自由主義者は憲法制定議会においても明白に他の自
由主義者や民主主義老と挟を分かち、ビスマルクと妥協を行なうことによって自からの道を歩み出し
ていったのである。
　（4）党綱領
　北ドイツ連邦憲法制定議会やプロイセン下院における活動において、自由主義諸政党のなかの一つ
の政党として、独自の行動を徐々に開始した国民自由党は、その行動基準と目標を示す党綱領を発表
することになり、1867年6月12日付『National－Zeitung』　細こ党の基本綱頂が発表された。この綱
領はラスカー、トゥヴェステン等の指導老によって起草され、57名の政治家達が署名している。署名
者の多くはプロイセン出身老であり、彼らは綱領作成の審議にも加わった37》。
　綱領はまず最初に「プロイセン政府が国民的紐帯にもとついてドイツの統一」を促進しようとする
とき、「全国の自由主義老は協力」一しなければならないが、フ゜ロイセン憲法紛争によって規定された
自由主義者の政党では、ドイツ統一という使命には十分に応ずることができないので、国民自由党の
成立はその時勢にかなっている、とその成立の意義を述べている。そして、「ドイツ国家とドイツの
自由」は「同一手段によって同時に獲得」されねぽならない。そのためには、「一つの憲法に基づい
た全ドイツの統一」を達成することが、国民自由党の至高の使命であるとして、綱領はドイツ統一を
党の最高目標と定めた。したがって、南ドイツ諸邦の北ドイッ連邦への加盟は、すぐに実現されねば
ならないが、南ドイツ諸邦の加盟が「統一的な中央権力」を弱めるようなことがあってはならない。
ドイツの統一はあくまで南ドイツ諸邦の北ドイツ連邦への加盟という形で達成されねばならないこと
が、綱領のなかで強調された。ここには国民自由党が、プロイセンのヘゲモニーによる統一国家を考
えていることが明白に示されている。
　北ドイツ連邦憲法制定議会での論争点であったが、実現されなかった議会主義的な諸要求は、綱領
のなかでも主張されている。国民の「公的生活の基礎」となるべき普通選挙権、被選挙権を制限する
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議員の日当制、さらに「国務に十分な影響」を及ぼす予算審議権は、完全なものとして達成されねば
ならないことを要求し、これからの議会活動を通じてこれらの諸要求を実現することを強調してい
る。それから、プロイセン憲法に謳われている「諸立法の実施と上院の改革を、すべての改革の前
提」として、「市町村制、郡制、州制からの身分制」の廃止、「平等と自治の原則に従った改革」及
び「領主的警察権の廃止」を要求している。さらに、その他の要求としては、司法制度の改革と「新
聞・雑誌に対する保証金と税金の廃止」が挙げられている。3S，
　この理念的な綱領のなかで主張されている諸要求の大部分は、必然的にただ紙の上に書かれたもの
にすぎなかった。国民自由主義者は「諸要求を同時に満たそうという希望」などいだいてはおらず
「事情しだいではあるものに重点を置き」、ただ「法律に忠実な政府とのみ提携」して、これらの諸要
求を実現しようとしていたのである。したがって、この綱領によって主張されている「諸要求と諸手
段は流動的」であった。しかし「時勢の動向を考慮し、時代の要求を満たす」ために国民自由党は、
新しい統一国家が形成されるまで、北ドイツ連邦議会、プロイセン下院での議会活動を通じて、その
諸要求の実現に努めようとした。にもかかわらず、そこではドイツ統一問題との関係から、またユン
カー封建保守勢力の抵抗によって、国民自由党の要求は十分に満たされなかった。しかも国民自由党
自身が、経済的要求を政治的要求に優先させ、政治的諸権利はドイツ帝国憲法及び帝国議会のなかで
達成しようとする態度を取っていたのである。このような態度と綱領のなかにも示されている政治的
方向について、M．ドゥソカーは次のように語っている。「我々が自由主義を保持せんとするならば、
また政府が耳を傾けなければならない政党を最終的に創設しようとするならば、さらに我々が自由主
義をして統治能力あるものにしようとするならば、自由主義はその教義の一定の信仰箇条を放棄せね
ぽならない」と39’。ともあれ、国民自由主義者は最初綱領もなく活動を始めたが、ようやく綱領を発
表し名実ともに綱領政党として行動を開始することになったのである。
　以上述べてきた国民自由党の成立についての評価は、戦前には「党派精神に対する国家精神の勝
利」、戦後は「自由主義の屈服」と言おれてきた。前老はドイツ自由主義の特殊性を考慮して、後老
はそれを無視して西欧・米の基準で評価している4°）。この二つの評価にともに共通していることは、
ドイツ自由主義の複雑な問題を正当に評価していることである。この政党の中核をなしているのは、
マルクスも言っているように「現実のブルジョアジー一一」であったので、党の目的は当然「権力と支
配、しかも資本の支配」であった。したがって党は「資本の十分なる育成」をはかるために国家統一
を追求していったのである4t）。そして国民自由主義者達は、ドイツ統一を最優先させることによっ
て、ビスマルクのもとにその活動の場を求めながら自らの原理を貫く道をそこに見い出そうとしてい
たのである。それ故に、1866年の戦争によって併合された地域や南ドイツをプロイセンの資本主義的
発展のなかに編入しようとする人々によって支持されていた。このことから国民自由党の成立はま
た、ドイツ・大ブルジョアジーの利益を代表し、ドイツ資本主義の発展をになう基盤が議会に実現し
たことを意味していたのである。
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